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（参考資料） 
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【地方自治法】 

第２条 略 

14 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、

最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。 

15 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体

に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

16 地方公共団体は、法令に違反してその事務を処理してはならない。なお、市町村及び特

別区は、当該都道府県の条例に違反してその事務を処理してはならない。 

 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 

一～九 略 

十 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、権利

を放棄すること。 

十一 略 

十二 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て、訴えの提起

（普通地方公共団体の行政庁の処分又は裁決（行政事件訴訟法第３条第２項に規定す
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る処分又は同条第３項に規定する裁決をいう。以下この号、第１０５条の２、第１９２

条及び第１９９条の３第３項において同じ。）に係る同法第１１条第１項（同法第３８

条第１項（同法第４３条第２項において準用する場合を含む。）又は同法第４３条第１

項において準用する場合を含む。）の規定による普通地方公共団体を被告とする訴訟

（以下この号、第１０５条の２、第１９２条及び第１９９条の３第３項において「普通

地方公共団体を被告とする訴訟」という。）に係るものを除く。）、和解（普通地方公共

団体の行政庁の処分又は裁決に係る普通地方公共団体を被告とする訴訟に係るものを

除く。）、あつせん、調停及び仲裁に関すること。 

十三 以下略 

 

第９８条 普通地方公共団体の議会は、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつては

労働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託事

務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により議会の検査の対象

とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）に関する書類及び計算書

を検閲し、当該普通地方公共団体の長、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しく

は公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会又は監査委員その他法律に基づく委

員会又は委員の報告を請求して、当該事務の管理、議決の執行及び出納を検査することが

できる。 

 

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により特に

指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にすることができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会に報告

しなければならない。 

 

第１９９条 監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共

団体の経営に係る事業の管理を監査する。 

 

（地方税） 

第２２３条 普通地方公共団体は、法律の定めるところにより、地方税を賦課徴収すること

ができる。 

 

（分担金） 

第２２４条 普通地方公共団体は、政令で定める場合を除くほか、数人又は普通地方公共団

体の一部に対し利益のある事件に関し、その必要な費用に充てるため、当該事件により特

に利益を受ける者から、その受益の限度において、分担金を徴収することができる。 
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（旧慣使用の使用料及び加入金） 

第２２６条 市町村は、第２３８条の６の規定による公有財産の使用につき使用料を徴収

することができるほか、同条第２項の規定により使用の許可を受けた者から加入金を徴

収することができる。 

 

（分担金等に関する規制及び罰則） 

第２２８条 略 

２ 分担金、使用料、加入金及び手数料の徴収に関しては、次項に定めるものを除くほか、

条例で５万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 

３ 詐欺その他不正の行為により、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収を免れた者に

ついては、条例でその徴収を免れた金額の五倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額

が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料を科する規定を設けることがで

きる。 

 

（歳入の収入の方法） 

第２３１条 普通地方公共団体の歳入を収入するときは、政令の定めるところにより、これ

を調定し、納入義務者に対して納入の通知をしなければならない。 

 

（督促、滞納処分等） 

第２３１条の３ 分担金、使用料、加入金、手数料、過料その他の普通地方公共団体の歳入

を納期限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこ

れを督促しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の歳入について同項の規定による督促をした場合には、

条例で定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収することができる。 

３ 普通地方公共団体の長は、分担金、加入金、過料又は法律で定める使用料その他の普通

地方公共団体の歳入（以下この項及び次条第１項において「分担金等」という。）につき

第１項の規定による督促を受けた者が同項の規定により指定された期限までにその納付

すべき金額を納付しないときは、当該分担金等並びに当該分担金等に係る前項の手数料

及び延滞金について、地方税の滞納処分の例により処分することができる。この場合にお

けるこれらの徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

４ 第１項の歳入並びに第２項の手数料及び延滞金の還付並びにこれらの徴収金の徴収又

は還付に関する書類の送達及び公示送達については、地方税の例による。 

 

（金銭債権の消滅時効） 

第２３６条 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利は、時効に関し他の法律に

定めがあるものを除くほか、これを行使することができる時から５年間行使しないとき



4 

 

は、時効によつて消滅する。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とする

ものについても、また同様とする。 

２ 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利の時効による消滅については、法律

に特別の定めがある場合を除くほか、時効の援用を要せず、また、その利益を放棄するこ

とができないものとする。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とするも

のについても、また同様とする。 

３ 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利について、消滅時効の完成猶予、更新

その他の事項（前項に規定する事項を除く。）に関し、適用すべき法律の規定がないとき

は、民法（明治２９年法律第８９号）の規定を準用する。普通地方公共団体に対する権利

で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様とする。 

４ 法令の規定により普通地方公共団体がする納入の通知及び督促は、時効の更新の効力

を有する。 

 

（債権） 

第２４０条 この章において「債権」とは、金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権

利をいう。 

２ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その督促、強制

執行その他その保全及び取立てに関し必要な措置をとらなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その徴収停止、

履行期限の延長又は当該債権に係る債務の免除をすることができる。 

 

（住民監査請求） 

第２４２条 普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若し

くは委員又は当該普通地方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財

産の取得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担

がある（当該行為がなされることが相当の確実さをもつて予測される場合を含む。）と認

めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る

事実（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、

監査委員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事

実を改め、又は当該行為若しくは怠る事実によつて当該普通地方公共団体の被つた損害

を補塡するために必要な措置を講ずべきことを請求することができる。 

 

（住民訴訟） 

第２４２条の２ 普通地方公共団体の住民は、前条第一項の規定による請求をした場合に

おいて、同条第五項の規定による監査委員の監査の結果若しくは勧告若しくは同条第九

項の規定による普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関若しくは職員の措置に不
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服があるとき、又は監査委員が同条第五項の規定による監査若しくは勧告を同条第六項

の期間内に行わないとき、若しくは議会、長その他の執行機関若しくは職員が同条第九項

の規定による措置を講じないときは、裁判所に対し、同条第一項の請求に係る違法な行為

又は怠る事実につき、訴えをもつて次に掲げる請求をすることができる。 

一 当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求 

二 行政処分たる当該行為の取消し又は無効確認の請求 

三 当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求 

四 当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不当利得返還

の請求をすることを当該普通地方公共団体の執行機関又は職員に対して求める請求。

ただし、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方が第２４３条の２の２

第３項の規定による賠償の命令の対象となる者である場合には、当該賠償の命令をす

ることを求める請求 

 

（包括外部監査契約の締結） 

第２５２条の３６ 次に掲げる普通地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、毎会

計年度、当該会計年度に係る包括外部監査契約を、速やかに、一の者と締結しなければな

らない。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を聴くとともに、議会の議決を

経なければならない。 

一 都道府県 

二 政令で定める市 

 

【地方自治法施行令】 

（歳入の調定及び納入の通知） 

第１５４条 地方自治法第２３１条の規定による歳入の調定は、当該歳入について、所属年

度、歳入科目、納入すべき金額、納入義務者等を誤つていないかどうかその他法令又は契

約に違反する事実がないかどうかを調査してこれをしなければならない。 

２ 普通地方公共団体の歳入を収入するときは、地方交付税、地方譲与税、補助金、地方債、

滞納処分費その他その性質上納入の通知を必要としない歳入を除き、納入の通知をしな

ければならない。 

３ 前項の規定による納入の通知は、所属年度、歳入科目、納入すべき金額、納期限、納入

場所及び納入の請求の事由を記載した納入通知書でこれをしなければならない。ただし、

その性質上納入通知書によりがたい歳入については、口頭、掲示その他の方法によつてこ

れをすることができる。 

 

（督促） 

第１７１条 普通地方公共団体の長は、債権（地方自治法第２３１条の３第１項に規定する



6 

 

歳入に係る債権を除く。）について、履行期限までに履行しない者があるときは、期限を

指定してこれを督促しなければならない。 

 

（強制執行等） 

第１７１条の２ 普通地方公共団体の長は、債権（地方自治法第２３１条の３第３項に規定

する分担金等に係る債権（第１７１条の５及び第１７１条の６第１項において「強制徴収

により徴収する債権」という。）を除く。）について、同法第２３１条の３第１項又は前条

の規定による督促をした後相当の期間を経過してもなお履行されないときは、次に掲げ

る措置をとらなければならない。ただし、第１７１条の５の措置をとる場合又は第１７１

条の６の規定により履行期限を延長する場合その他特別の事情があると認める場合は、

この限りでない。 

一 担保の付されている債権（保証人の保証がある債権を含む。）については、当該債権

の内容に従い、その担保を処分し、若しくは競売その他の担保権の実行の手続をとり、

又は保証人に対して履行を請求すること。 

二 債務名義のある債権（次号の措置により債務名義を取得したものを含む。）について

は、強制執行の手続をとること。 

三 前二号に該当しない債権（第一号に該当する債権で同号の措置をとつてなお履行さ

れないものを含む。）については、訴訟手続（非訟事件の手続を含む。）により履行を請

求すること。 

 

（徴収停止） 

第１７１条の５ 普通地方公共団体の長は、債権（強制徴収により徴収する債権を除く。）

で履行期限後相当の期間を経過してもなお完全に履行されていないものについて、次の

各号の一に該当し、これを履行させることが著しく困難又は不適当であると認めるとき

は、以後その保全及び取立てをしないことができる。 

一 法人である債務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込みが全くなく、

かつ、差し押えることができる財産の価額が強制執行の費用をこえないと認められる

とき。 

二 債務者の所在が不明であり、かつ、差し押えることができる財産の価額が強制執行の

費用をこえないと認められるときその他これに類するとき。 

三 債権金額が少額で、取立てに要する費用に満たないと認められるとき。 

 

（履行延期の特約等） 

第１７１条の６ 普通地方公共団体の長は、債権（強制徴収により徴収する債権を除く。）

について、次の各号の一に該当する場合においては、その履行期限を延長する特約又は処

分をすることができる。この場合において、当該債権の金額を適宜分割して履行期限を定
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めることを妨げない。 

一 債務者が無資力又はこれに近い状態にあるとき。 

二 債務者が当該債務の全部を一時に履行することが困難であり、かつ、その現に有する

資産の状況により、履行期限を延長することが徴収上有利であると認められるとき。 

三 債務者について災害、盗難その他の事故が生じたことにより、債務者が当該債務の全

部を一時に履行することが困難であるため、履行期限を延長することがやむを得ない

と認められるとき。 

四 損害賠償金又は不当利得による返還金に係る債権について、債務者が当該債務の全

部を一時に履行することが困難であり、かつ、弁済につき特に誠意を有すると認められ

るとき。 

五 貸付金に係る債権について、債務者が当該貸付金の使途に従つて第三者に貸付けを

行なつた場合において、当該第三者に対する貸付金に関し、第一号から第三号までの一

に該当する理由があることその他特別の事情により、当該第三者に対する貸付金の回

収が著しく困難であるため、当該債務者がその債務の全部を一時に履行することが困

難であるとき。 

 

（免除） 

第１７１条の７ 普通地方公共団体の長は、前条の規定により債務者が無資力又はこれに

近い状態にあるため履行延期の特約又は処分をした債権について、当初の履行期限（当初

の履行期限後に履行延期の特約又は処分をした場合は、最初に履行延期の特約又は処分

をした日）から１０年を経過した後において、なお、債務者が無資力又はこれに近い状態

にあり、かつ、弁済することができる見込みがないと認められるときは、当該債権及びこ

れに係る損害賠償金等を免除することができる。 

２ 前項の規定は、前条第１項第五号に掲げる理由により履行延期の特約をした貸付金に

係る債権で、同号に規定する第三者が無資力又はこれに近い状態にあることに基づいて

当該履行延期の特約をしたものについて準用する。この場合における免除については、債

務者が当該第三者に対する貸付金について免除することを条件としなければならない。 

３ 前２項の免除をする場合については、普通地方公共団体の議会の議決は、これを要しな

い。 

 

【国の債権の管理等に関する法律】 

（定義） 

第２条 

２ この法律において「債権の管理に関する事務」とは、国の債権について、債権者として

行うべき保全、取立、内容の変更及び消滅に関する事務のうち次に掲げるもの以外のもの

をいう。 
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（帳簿への記載） 

第１１条 歳入徴収官等は、その所掌に属すべき債権が発生し、又は国に帰属したとき（政

令で定める債権については、政令で定めるとき）は、政令で定める場合を除き、遅滞なく、

債務者の住所及び氏名、債権金額並びに履行期限その他政令で定める事項を調査し、確認

の上、これを帳簿に記載し、又は記録しなければならない。当該確認に係る事項について

変更があつた場合も、また同様とする。 

 

（履行期限を延長する期間） 

第２５条 歳入徴収官等は、履行延期の特約等をする場合には、履行期限（履行期限後に履

行延期の特約等をする場合には、当該履行延期の特約等をする日）から５年（前条第一項

第一号又は第六号に該当する場合には、１０年）以内において、その延長に係る履行期限

を定めなければならない。ただし、さらに履行延期の特約等をすることを妨げない。 

 

【国の債権の管理等に関する法律施行令】 

（調査、確認及び記帳を要する事項） 

第１０条 法第１１条第１項に規定する政令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 債権の発生原因 

二 債権の発生年度 

三 債権の種類 

四 利率その他利息に関する事項 

五 延滞金に関する事項 

六 債務者の資産又は業務の状況に関する事項 

七 担保（保証人の保証を含む。以下同じ。）に関する事項 

八 解除条件 

九 その他各省各庁の長が定める事項 

２ 歳入徴収官等は、債権の管理上支障がないと認められるときは、財務省令で定めるとこ

ろにより、前項各号に掲げる事項の記載又は記録を省略することができる。 

３ 第８条第四号から第六号までに掲げる債権の債権金額は、その支払われるべき金額が

確定した場合を除くほか、記載し、又は記録することを要しない。 

４ 第１項第二号に掲げる債権の発生年度の区分及び同項第三号に掲げる債権の種類は、

財務省令で定める。 

５ 歳入徴収官等は、法第１１条の規定により外国通貨をもつて表示される債権の内容に

関する事項を債権管理簿に記載し、又は記録するときは、債権金額を当該外国通貨をもつ

て表示し、財務大臣が定める外国為替相場でこれを換算した本邦通貨の金額を付記する

ものとする。 
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６ 歳入徴収官等は、法第２０条第１項に規定する担保物及び債権又はその担保に係る事

項の立証に供すべき書類その他の物件の保存に関する事項を債権管理簿に記載し、又は

記録しなければならない。 

７ 歳入徴収官等は、その所掌に属する債権で債権管理簿に記載し、又は記録したものにつ

いてその管理に関する事務の処理上必要な措置をとつたとき、当該債権が消滅したこと

を確認したとき、又はその管理に関係する事実で当該事務の処理上必要なものがあると

認めるときは、その都度遅滞なく、これらの内容を債権管理簿に記載し、又は記録しなけ

ればならない。 

 

【地方税法】 

（納付又は納入の告知） 

第１３条 地方団体の長は、納税者又は特別徴収義務者から地方団体の徴収金（滞納処分費

を除く。）を徴収しようとするときは、これらの者に対し、文書により納付又は納入の告

知をしなければならない。この場合においては、当該文書には、この法律に特別の定があ

る場合のほか、その納付又は納入すべき金額、納付又は納入の期限及び納付又は納入の場

所その他必要な事項を記載するものとする。 

２ 地方団体の徴収金（滞納処分費を除く。）が完納された場合において、滞納処分費につ

き滞納者の財産を差し押さえようとするときは、地方団体の長は、政令で定めるところに

より、滞納者に対し、納付の告知をしなければならない。 

 

（徴収猶予の要件等） 

第１５条 地方団体の長は、次の各号のいずれかに該当する事実がある場合において、その

該当する事実に基づき、納税者又は特別徴収義務者が当該地方団体に係る地方団体の徴

収金を一時に納付し、又は納入することができないと認められるときは、その納付し、又

は納入することができないと認められる金額を限度として、その者の申請に基づき、１年

以内の期間を限り、その徴収を猶予することができる。 

一 納税者又は特別徴収義務者がその財産につき、震災、風水害、火災その他の災害を受

け、又は盗難にかかつたとき。 

二 納税者若しくは特別徴収義務者又はこれらの者と生計を一にする親族が病気にかか

り、又は負傷したとき。 

三 納税者又は特別徴収義務者がその事業を廃止し、又は休止したとき。 

四 納税者又は特別徴収義務者がその事業につき著しい損失を受けたとき。 

五 前各号のいずれかに該当する事実に類する事実があつたとき。 

２ 以下略 

 

（職権による換価の猶予の要件等） 
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第１５条の５ 地方団体の長は、滞納者が次の各号のいずれかに該当すると認められる場

合において、その者が当該地方団体に係る地方団体の徴収金の納付又は納入について誠

実な意思を有すると認められるときは、その納付し、又は納入すべき地方団体の徴収金

（徴収の猶予又は第十五条の六第一項の規定による換価の猶予（以下この章において「申

請による換価の猶予」という。）を受けているものを除く。）につき滞納処分による財産の

換価を猶予することができる。ただし、その猶予の期間は、１年を超えることができない。 

一 その財産の換価を直ちにすることによりその事業の継続又はその生活の維持を困難

にするおそれがあるとき。 

二 その財産の換価を猶予することが、直ちにその換価をすることに比して、滞納に係る

地方団体の徴収金及び最近において納付し、又は納入すべきこととなる他の地方団体

の徴収金の徴収上有利であるとき。 

２ 以下略 

 

（書類の送達） 

第２０条 地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する書類は、郵便若しくは信書便に

よる送達又は交付送達により、その送達を受けるべき者の住所、居所、事務所又は事業所

に送達する。ただし、納税管理人があるときは、地方団体の徴収金の賦課徴収（滞納処分

を除く。）又は還付に関する書類については、その住所、居所、事務所又は事業所に送達

する。 

２ 交付送達は、地方団体の職員が、前項の規定により送達すべき場所において、その送達

を受けるべき者に書類を交付して行う。ただし、その者に異議がないときは、その他の場

所において交付することができる。 

３ 次の各号に掲げる場合には、交付送達は、前項の規定による交付に代え、当該各号に掲

げる行為により行うことができる。 

一 送達すべき場所において書類の送達を受けるべき者に出会わない場合 その使用人

その他の従業者又は同居の者で書類の受領について相当のわきまえのあるものに書類

を交付すること。 

二 書類の送達を受けるべき者その他前号に規定する者が送達すべき場所にいない場合

又はこれらの者が正当な理由がなく書類の受取を拒んだ場合 送達すべき場所に書類

を差し置くこと。 

４ 通常の取扱いによる郵便又は信書便により第１項に規定する書類を発送した場合には、

この法律に特別の定めがある場合を除き、その郵便物又は民間事業者による信書の送達

に関する法律第２条第３項に規定する信書便物（第２０条の５の３及び第２２条の５に

おいて「信書便物」という。）は、通常到達すべきであつた時に送達があつたものと推定

する。 

５ 地方団体の長は、前項に規定する場合には、その書類の名称、その送達を受けるべき者
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の氏名、宛先及び発送の年月日を確認するに足りる記録を作成しておかなければならな

い。 

 

（公示送達） 

第２０条の２ 地方団体の長は、前条の規定により送達すべき書類について、その送達を受

けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所が明らかでない場合又は外国においてすべき

送達につき困難な事情があると認められる場合には、その送達に代えて公示送達をする

ことができる。 

２ 公示送達は、地方団体の長が送達すべき書類を保管し、いつでも送達を受けるべき者に

交付する旨を地方団体の掲示場に掲示して行う。 

３ 前項の場合において、掲示を始めた日から起算して７日を経過したときは、書類の送達

があつたものとみなす。 

 

（法人の道府県民税に係る督促） 

第６６条 法人の道府県民税の納税者が納期限（第５５条の規定による更正又は決定があ

つた場合においては、不足税額の納期限をいい、納期限の延長があつたときは、その延長

された納期限とする。以下法人の道府県民税について同じ。）までに法人の道府県民税に

係る地方団体の徴収金を完納しない場合においては、道府県の徴税吏員は、納期限後２０

以内に、督促状を発しなければならない。ただし、繰上徴収をする場合においては、この

限りでない。 

２ 以下略 

 

（法人の道府県民税に係る滞納処分） 

第６８条 略 

２～５ 略 

６ 前各項に定めるものその他法人の道府県民税に係る地方団体の徴収金の滞納処分につ

いては、国税徴収法に規定する滞納処分の例による。 

７ 略 

 

【国税通則法】 

（納税の猶予の要件等） 

第４６条 税務署長（第４３条第１項ただし書、第３項若しくは第４項（国税の徴収の所轄

庁）又は第４４条第１項（更生手続等が開始した場合の徴収の所轄庁の特例）の規定によ

り税関長又は国税局長が国税の徴収を行う場合には、その税関長又は国税局長。以下この

章において「税務署長等」という。）は、震災、風水害、落雷、火災その他これらに類す

る災害により納税者がその財産につき相当な損失を受けた場合において、その者がその
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損失を受けた日以後１年以内に納付すべき国税で次に掲げるものがあるときは、政令で

定めるところにより、その災害のやんだ日から２月以内にされたその者の申請に基づき、

その納期限（納税の告知がされていない源泉徴収等による国税については、その法定納期

限）から１年以内の期間（第三号に掲げる国税については、政令で定める期間）を限り、

その国税の全部又は一部の納税を猶予することができる。 

一 次に掲げる国税の区分に応じ、それぞれ次に定める日以前に納税義務の成立した国

税（消費税及び政令で定めるものを除く。）で、納期限（納税の告知がされていない源

泉徴収等による国税については、その法定納期限）がその損失を受けた日以後に到来す

るもののうち、その申請の日以前に納付すべき税額の確定したもの 

イ 源泉徴収等による国税並びに申告納税方式による消費税等（保税地域からの引

取りに係るものにあつては、石油石炭税法（昭和５３年法律第２５号）第１７条第

３項（引取りに係る原油等についての石油石炭税の納付等）の規定により納付すべ

き石油石炭税に限る。）、航空機燃料税、電源開発促進税及び印紙税 その災害のや

んだ日の属する月の末日 

ロ イに掲げる国税以外の国税 その災害のやんだ日 

二 その災害のやんだ日以前に課税期間が経過した課税資産の譲渡等に係る消費税でそ

の納期限がその損失を受けた日以後に到来するもののうちその申請の日以前に納付す

べき税額の確定したもの 

三 予定納税に係る所得税その他政令で定める国税でその納期限がその損失を受けた日

以後に到来するもの 

２ 以下略 

 

【国税徴収法】 

（徴収職員の滞納処分に関する調査に係る質問検査権） 

第１４１条 徴収職員は、滞納処分のため滞納者の財産を調査する必要があるときは、その

必要と認められる範囲内において、次に掲げる者に質問し、その者の財産に関する帳簿書

類（その作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

つては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記

録を含む。第１４６条の２（事業者等への協力要請）及び第１８８条第三号（罰則）にお

いて同じ。）その他の物件を検査し、又は当該物件（その写しを含む。）の提示若しくは提

出を求めることができる。 

一 滞納者 

二 滞納者の財産を占有する第三者及びこれを占有していると認めるに足りる相当の理

由がある第三者 

三 滞納者に対し債権若しくは債務があつた、若しくはあると認めるに足りる相当の理



13 

 

由がある者又は滞納者から財産を取得したと認めるに足りる相当の理由がある者 

四 滞納者が株主又は出資者である法人 

 

（捜索の権限及び方法） 

第１４２条 徴収職員は、滞納処分のため必要があるときは、滞納者の物又は住居その他の

場所につき捜索することができる。 

２ 徴収職員は、滞納処分のため必要がある場合には、次の各号の一に該当するときに限り、

第三者の物又は住居その他の場所につき捜索することができる。 

一 滞納者の財産を所持する第三者がその引渡をしないとき。 

二 滞納者の親族その他の特殊関係者が滞納者の財産を所持すると認めるに足りる相当

の理由がある場合において、その引渡をしないとき。 

３ 徴収職員は、前２項の捜索に際し必要があるときは、滞納者若しくは第三者に戸若しく

は金庫その他の容器の類を開かせ、又は自らこれらを開くため必要な処分をすることが

できる。 

 

（換価の猶予の要件等） 

第１５１条 税務署長は、滞納者が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合にお

いて、その者が納税について誠実な意思を有すると認められるときは、その納付すべき国

税（国税通則法第４６条第１項から第３項まで（納税の猶予の要件等）又は次条第１項の

規定の適用を受けているものを除く。）につき滞納処分による財産の換価を猶予すること

ができる。ただし、その猶予の期間は、１年を超えることができない。 

一 その財産の換価を直ちにすることによりその事業の継続又はその生活の維持を困難

にするおそれがあるとき。 

二 その財産の換価を猶予することが、直ちにその換価をすることに比して、滞納に係る

国税及び最近において納付すべきこととなる国税の徴収上有利であるとき。 

２ 以下略 

 

（滞納処分の停止の要件等） 

第１５３条 税務署長は、滞納者につき次の各号のいずれかに該当する事実があると認め

るときは、滞納処分の執行を停止することができる。 

一 滞納処分の執行及び租税条約等の相手国等に対する共助対象国税の徴収の共助の要

請による徴収（以下この項において「滞納処分の執行等」という。）をすることができ

る財産がないとき。 

二 滞納処分の執行等をすることによつてその生活を著しく窮迫させるおそれがあると

き。 

三 その所在及び滞納処分の執行等をすることができる財産がともに不明であるとき。 
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２ 略 

３ 税務署長は、第１項第二号の規定により滞納処分の執行を停止した場合において、その

停止に係る国税について差し押さえた財産があるときは、その差押えを解除しなければ

ならない。 

４ 第１項の規定により滞納処分の執行を停止した国税を納付する義務は、その執行の停

止が３年間継続したときは、消滅する。 

５ 略 

 

【民法】 

（時効の効力） 

第１４４条 時効の効力は、その起算日にさかのぼる。 

 

（時効の援用） 

第１４５条 時効は、当事者（消滅時効にあっては、保証人、物上保証人、第三取得者その

他権利の消滅について正当な利益を有する者を含む。）が援用しなければ、裁判所がこれに

よって裁判をすることができない。 

 

（裁判上の請求等による時効の完成猶予及び更新） 

第１４７条 次に掲げる事由がある場合には、その事由が終了する（確定判決又は確定判決

と同一の効力を有するものによって権利が確定することなくその事由が終了した場合に 

あっては、その終了の時から６箇月を経過する）までの間は、時効は、完成しない。 

一 裁判上の請求 

二 支払督促 

三 民事訴訟法第２７５条第１項の和解又は民事調停法（昭和２６年法律第２２２号）若

しくは家事事件手続法（平成２３年法律第５２号）による調停 

四 破産手続参加、再生手続参加又は更生手続参加 

２ 前項の場合において、確定判決又は確定判決と同一の効力を有するものによって権利

が確定したときは、時効は、同項各号に掲げる事由が終了した時から新たにその進行を始

める。 

 

（強制執行等による時効の完成猶予及び更新） 

第１４８条 次に掲げる事由がある場合には、その事由が終了する（申立ての取下げ又は法

律の規定に従わないことによる取消しによってその事由が終了した場合にあっては、そ

の終了の時から６箇月を経過する）までの間は、時効は、完成しない。 

一 強制執行 

二 担保権の実行 
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三 民事執行法（昭和５４年法律第４号）第１９５条に規定する担保権の実行としての競

売の例による競売 

四 民事執行法第１９６条に規定する財産開示手続又は同法第２０４条に規定する第三

者からの情報取得手続 

２ 前項の場合には、時効は、同項各号に掲げる事由が終了した時から新たにその進行を始

める。ただし、申立ての取下げ又は法律の規定に従わないことによる取消しによってその

事由が終了した場合は、この限りでない。 

 

（仮差押え等による時効の完成猶予） 

第１４９条 次に掲げる事由がある場合には、その事由が終了した時から６箇月を経過す

るまでの間は、時効は、完成しない。 

一 仮差押え 

二 仮処分 

 

（催告による時効の完成猶予） 

第１５０条 催告があったときは、その時から６箇月を経過するまでの間は、時効は、完成

しない。 

２ 催告によって時効の完成が猶予されている間にされた再度の催告は、前項の規定によ

る時効の完成猶予の効力を有しない。 

 

（承認による時効の更新） 

第１５２条 時効は、権利の承認があったときは、その時から新たにその進行を始める。 

 

（債権等の消滅時効） 

第１６６条 債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅する。 

一 債権者が権利を行使することができることを知った時から５年間行使しないとき。 

二 権利を行使することができる時から１０年間行使しないとき。 

 

（人の生命又は身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効） 

第１６７条 人の生命又は身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効についての前条第

１項第２号の規定の適用については、同号中「１０年間」とあるのは、「２０年間」とする。 

 

（判決で確定した権利の消滅時効） 

第１６９条 確定判決又は確定判決と同一の効力を有するものによって確定した権利につ

いては、１０年より短い時効期間の定めがあるものであっても、その時効期間は、１０年

とする。 
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（法定利率） 

第４０４条 省略 

２ 法定利率は、年３パーセントとする。 

 

（金銭債務の特則） 

第４１９条 金銭の給付を目的とする債務の不履行については、その損害賠償の額は、債務

者が遅滞の責任を負った最初の時点における法定利率によって定める。ただし、約定利率

が法定利率を超えるときは、約定利率による。 

 

（不法行為による損害賠償請求権の消滅時効） 

第７２４条 不法行為による損害賠償の請求権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅

する。 

一 被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から３年間行使しないとき。 

二 不法行為の時から２０年間行使しないとき。 

 

（人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠償請求権の消滅時効） 

第７２４条の２ 人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠償請求権の消滅時効に

ついての前条第１号の規定の適用については、同号中「３年間」とあるのは、「５年間」

とする。 

 

【民事執行法】 

（実施決定） 

第１９７条 執行裁判所は、次の各号のいずれかに該当するときは、執行力のある債務名義

の正本を有する金銭債権の債権者の申立てにより、債務者について、財産開示手続を実施

する旨の決定をしなければならない。ただし、当該執行力のある債務名義の正本に基づく

強制執行を開始することができないときは、この限りでない。 

一 強制執行又は担保権の実行における配当等の手続（申立ての日より６月以上前に終

了したものを除く。）において、申立人が当該金銭債権の完全な弁済を得ることができ

なかつたとき。 

二 知れている財産に対する強制執行を実施しても、申立人が当該金銭債権の完全な弁

済を得られないことの疎明があつたとき。 

２ 以下略 

 

（債務者の不動産に係る情報の取得） 

第２０５条 執行裁判所は、次の各号のいずれかに該当するときは、それぞれ当該各号に定
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める者の申立てにより、法務省令で定める登記所に対し、債務者が所有権の登記名義人で

ある土地又は建物その他これらに準ずるものとして法務省令で定めるものに対する強制

執行又は担保権の実行の申立てをするのに必要となる事項として最高裁判所規則で定め

るものについて情報の提供をすべき旨を命じなければならない。ただし、第一号に掲げる

場合において、同号に規定する執行力のある債務名義の正本に基づく強制執行を開始す

ることができないときは、この限りでない。 

一 第１９７条第１項各号のいずれかに該当する場合 執行力のある債務名義の正本を

有する金銭債権の債権者 

二 第１９７条第２項各号のいずれかに該当する場合 債務者の財産について一般の先

取特権を有することを証する文書を提出した債権者 

２ 以下略 

 

（債務者の預貯金債権等に係る情報の取得） 

第２０７条 執行裁判所は、第１９７条第１項各号のいずれかに該当するときは、執行力の

ある債務名義の正本を有する金銭債権の債権者の申立てにより、次の各号に掲げる者で

あつて最高裁判所規則で定めるところにより当該債権者が選択したものに対し、それぞ

れ当該各号に定める事項について情報の提供をすべき旨を命じなければならない。ただ

し、当該執行力のある債務名義の正本に基づく強制執行を開始することができないとき

は、この限りでない。 

一 銀行等（銀行、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、信用協同組

合、信用協同組合連合会、農業協同組合、農業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業協

同組合連合会、水産加工業協同組合、水産加工業協同組合連合会、農林中央金庫、株式

会社商工組合中央金庫又は独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワ

ーク支援機構をいう。以下この号において同じ。） 債務者の当該銀行等に対する預貯

金債権（民法第４６６条の５第１項に規定する預貯金債権をいう。）に対する強制執行

又は担保権の実行の申立てをするのに必要となる事項として最高裁判所規則で定める

もの 

二 振替機関等（社債、株式等の振替に関する法律第二条第五項に規定する振替機関等を

いう。以下この号において同じ。） 債務者の有する振替社債等（同法第２７９条に規

定する振替社債等であつて、当該振替機関等の備える振替口座簿における債務者の口

座に記載され、又は記録されたものに限る。）に関する強制執行又は担保権の実行の申

立てをするのに必要となる事項として最高裁判所規則で定めるもの 

２ 以下略 

 

【破産法】 

（免責許可の決定の効力等） 
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第２５３条 免責許可の決定が確定したときは、破産者は、破産手続による配当を除き、破

産債権について、その責任を免れる。ただし、次に掲げる請求権については、この限りで

ない。 

一 租税等の請求権（共助対象外国租税の請求権を除く。） 

二～ 省略 

 

【国民健康保険法】 

（滞納処分） 

第７９条の２ 市町村が徴収する保険料その他この法律の規定による徴収金は、地方自治

法第２３１条の３第３項に規定する法律で定める歳入とする。 

 

【介護保険法】 

（滞納処分） 

第１４４条 市町村が徴収する保険料その他この法律の規定による徴収金は、地方自治法

第２３１条の３第３項に規定する法律で定める歳入とする。 

 

【道路法】 

（負担金等の強制徴収） 

第７３条 略 

３ 第１項の規定による督促を受けた者がその指定する期限までにその納付すべき金額を

納付しない場合においては、道路管理者は、国税滞納処分の例により、前２項に規定する

負担金等並びに手数料及び延滞金を徴収することができる。この場合における負担金等

並びに手数料及び延滞金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

 

【行政不服審査法】 

（不服申立てをすべき行政庁等の教示） 

第８２条 行政庁は、審査請求若しくは再調査の請求又は他の法令に基づく不服申立て（以

下この条において「不服申立て」と総称する。）をすることができる処分をする場合には、

処分の相手方に対し、当該処分につき不服申立てをすることができる旨並びに不服申立

てをすべき行政庁及び不服申立てをすることができる期間を書面で教示しなければなら

ない。ただし、当該処分を口頭でする場合は、この限りでない。 

２ 行政庁は、利害関係人から、当該処分が不服申立てをすることができる処分であるかど

うか並びに当該処分が不服申立てをすることができるものである場合における不服申立

てをすべき行政庁及び不服申立てをすることができる期間につき教示を求められたとき

は、当該事項を教示しなければならない。 

３ 前項の場合において、教示を求めた者が書面による教示を求めたときは、当該教示は、
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書面でしなければならない。 

 

【弁護士法】 

（報告の請求） 

第２３条の２ 弁護士は、受任している事件について、所属弁護士会に対し、公務所又は公

私の団体に照会して必要な事項の報告を求めることを申し出ることができる。申出があ

つた場合において、当該弁護士会は、その申出が適当でないと認めるときは、これを拒絶

することができる。 

２ 弁護士会は、前項の規定による申出に基き、公務所又は公私の団体に照会して必要な事

項の報告を求めることができる。 

以上 


